























































沢支判平 二月一五日（判例タイムズ 三五四号二四二頁、金融法務事情一九 四号三四頁） ）２．最一小判平成二三年一二月一五日の登場　
上記１のような状況下、 前掲東京高判平成二一年九月九日の上告審として、 最一小判平成二三年一二月一五日 （民



















前掲最判平成二三年一二月一五日（以下 本章では、 「本判決」という。 ）に対しては、概ね賛成する見解が多い












形の商事留置権者による取立金の弁済充当」金融法務事情一九四二号三二頁、中島弘雅「取立委任手形につき商事留置権を有する銀行が、顧客についての再生手続開始決定後に同手形を取り立て 取立金を銀行が有する貸付金債権の弁済に充当 ことの可否」金融法務事情一九五三号一八頁など。なお、永石一郎「会社から を受けた約束手形につき商事留置権を有する銀行が、同会社の再生手続開始後の取立てに係る取立金を、法定の手続によらず同会社 債務の弁済に充当し得る旨を定める銀行取引約定に基づき、同会社の債務の弁済に充当することの可否」金融・商事判例一三九六号一二頁以下もこの見解に好意を持っているようである。 ） 。他方、相殺が認められる理論的理由はないとしてこれに反対する見解がある（野村剛司『会社から取立委任を受けた約束手形につき商事留置権を有する銀行が、同会社の再生手続開示後の取立てに係る取立金 銀行取引約定 基づき同会社の債務の弁済に充当することの可否』民商法雑誌一四六巻三号三二三頁、三二四頁） 。　
また、銀行取引約定を銀行に有利な解釈として展開することにいささかの抵抗があるとする見解もある（東畠敏




いる以上、取立金の留置を認め、被担保債権額を上回るも でない限り、取立金を法定の手続 よらず債務 弁済に充当できる旨を定める銀行取引約定は、別除 の行使に付随する合意として民事再生 上 有効であると判示して、肯定説に立つことを明確にした（松原・前掲一五頁など参照） 。約束手形 場合は、取立方 としても手形交換
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四六




効力及び担保としてその債権者が有していた一切の権利を行使することができる。 」と規定している。この規定により、代位弁済者は、債権者が持っていた原債権 行使することができ が、債務者につき法的整理手続が開始されたケースにおいて、債権者に属していた優先弁済 が、代位弁済した者 移転するかどうかについては明確な規定は置かれていない。代位弁済 は保証人であることが多く その場合には債務者に求償権を有する ころ、原債権者が優先弁済権を有していても、この求償 にまで優先弁済権が認められていない 少なくない そうすると、代位弁済者がこ を承継するかどうかは重要な問題になっ くる。　
判例では、後述するように、労働債権につき最三小判平成二三年一一月二二日（民集六五巻八号三一六五頁、判





租税債権については、東京地判平成一七年四月一五日（判例時報一七五四号八五頁、金融法務事情一七四五号八五頁。以下、 「①事件」という。 ）及び東京高判平成一七年六月三〇日（金融法務事情一七五二号五四頁、金融・商事判例一二二〇号二頁。以下、 「②事件」という。 ）は代位弁済した者に優先弁済権がないと判示していた。すなわち、上記二つの裁判例は、最高裁の判断と異なる。　
そのような状況下、近時、租税債権に関する二つの新たな裁判例が公刊されたので、租税債権を代位弁済した者
が優先弁済権を承継するのかどうか検討することとした 。２．前掲最判平成二三年 一月二二日　
労働債権の代位弁済につき、 代位弁済した者が 者がもっ いた優先弁済的効力を承継するかどうかについて、
従来の下級審の見解が分かれていたところ この判決は次のように判示し、代位弁済者が優先弁済的効力を承継することを認めた。　
すなわち、 「弁済による代位の制度は 者が債務者に対して取得する求償権を確保するために、法の規定













がなされた場合に代位弁済者が取得 る求償権と原債権 の関係については、法廷意見 引用する二件 判例によって、 〔１〕弁済による代位の制度は、代位弁済者が債務者に対して取得する求償権を確保するために、弁済よって消滅するはずの原債権及びそ 担保権を法の規定により代位弁済者に移転させるものであり、 〔２〕 代位弁済者に移転した原債権及びその担保権は、求償権を確保することを目的とす 附従的性質を有する、との判例法理が確立された。　
本件に関する求償権及び原債権と倒産手続との関係についての見解の対立は、上記判例法理をいかに解するかに



























により弁済によって消滅すべきはずの債 の債務者に対する債権（以下「原債権」という。 ）及びその担保権を代位弁済者に移転させ、代位弁済者がその の範囲内で原債権及びその担保権を行使することを認める制度であり（最高裁昭和五六年（オ）第三五一号同五九 五月二九日第三小法廷判決・民集三八巻七号八八五頁、同昭和五八年（オ）第八八一号同六一年二月二〇日第一小法廷 決・民集四〇巻一号四二頁参照） 、原債権を求償権を確保するための一種の担保として機能させることをその趣旨とするものである。
この制度趣旨に鑑みれば、弁済による代
位により民事再生法上の共益債権を取得した者は、同人が再生債務者に対して取得した求償権が再生債権にすぎない場合であっても、 再生手続 よらないで上記共益債権を行使 ことができるというべきであり、 再生計画 よって上記求償権の額や弁済期が変更されることがあるとしても 上記共益 を行使する限度では再生計画 よる上記求償権の権利の変更の効力は及ばないと解 れる（民事再生法一七七条二項参照） 。
以上のように解したとして









































求償権を確保するこ を目的として、弁済によって消滅するはずの債権者の債務者に対する債権（以下「原債権」という。 ）及びその担保権を代位弁済者に移転させ、代位弁済者がそ 求償権を有する限度でその原債権及びその担保権を行使することを認めるものである。そ ゆえ、代位弁済者が代位取得した原債権と求償権とは、別異の債権ではあるが、代位弁済者に移転した原債権は、求償権 確保 ることを目的として存 する附従的な性質を有し、求償権の存在やその効力と独立してそ 行使が認められるものではない。　
Ａ請求は、代位弁済者である控訴人が原債権である本件租税債権を行使して訴訟においてその給付命令を請求す
るものであるが、それによって確保され べき求償権は、本件支払承諾１及び２に基づく控訴人の破産会社 して有する優先性のない事後求償権であり、破産宣告がされている場合は 破産債権としてしか行使できない抗弁が附着したものである。そうすると、控訴人が民法五〇一条の弁済による代位 取得 たと主張する本件租税債権も、破産債権 求償権の限度でのみ効力 れば足りるものであ 。　
以上のとおりであるから、
控訴人は代位弁済によって本件租税債権を債権として行使し請求する地位を取得した

























場合には、当然にこれを履行すべきであるの 、故意に本件租税債権を支払わなかったのであって、控訴人との委託の趣旨 反し、委任契約における信義則に反するこ 、 〔２〕破産会社は、本件租税債権を支払うことができるのにあえて弁済を怠ったこ を挙げ 。　
しかしながら、民事再生法一一九条六号の「不当利得返還請求権」に当たるか否かは、不当利得の損失者と再生
債権者全体との衡平の観点から判断すべきところ、控訴人の関税等の支払により本件支払承諾１及び２に基づいて控訴人の破産会社に対する事後求償権が発生しており この事後求償権と同一の事実関係から生ずる不当利得返還請求権が同号に当たることを認めると、かえって控訴人と再生債権者全体と 衡平を害するものであることは前示のとおりである。したがっ 、上記〔１〕 、 〔２〕の主張 、そ とおりであるとしても、同号 不当利得返還請求権に該当する理由にならない。　
しかも、破産会社は、原判決の別紙記載の各税関に対する各関税等の法定納期限が、上記別紙保証履行日（法定















































権の額・発生原因を調査して認否書を作成した上裁判所に提出するところ（破産法一二一条一項、破産規則四三条一項） 、かかる調査においては他の債権者が異議を述べることができ （破産法一二一条 項、破産規則三九条一項） 。そして、かかる異議等が述べられた債権者は、異議等を述べた他の債権者全員を相手方として破産裁判所に破産債権査定の申立てをすることができ（破産法一二五条一項） 、さらに、かかる申立てに対する破産裁判所による破産債権の査定決定に不服があ 場合には、異議等を述べた債権者が不服のあると は査定の対象となった破産債権を有する債権者を相手 査定の対象 なった破産債権 有する債権者が不服のあるときは異議等を述べた他の債権者全員を相手に、それぞれ破産債権査定異議の訴えを提起することができる（破産法一二六条一項、四項） 。　
かかる手続が定められていることに照らすと、
破産手続における破産債権の確定に当たっては、 他の債権者にとっ




























































配当にその権利を委ねることが求められると ろ、破産法一〇〇条一項はその趣旨を明らかにしたものであり、積極的確認訴訟を提起することも破産債権の行使 みなされると 見解（伊藤眞＝岡正晶ほか『条解破産法（第二
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六一


































































































務者に対す 債権（以下「原債権」という。 ）及びその担保権を弁済者に移転させるものであるが（最高裁昭和五五年（オ）第三五一号同五九年五月二九日第三小法廷判決・民集三八巻七号八八五頁） 、債権 性質上譲渡することが許されない債権については、弁済による代位が否定されることになるというべきである（民法四六六条一項ただし書参照） 。　
ところで、
租税債権は課税要件を満たす事実関係が存在する場合に発生する法定債権であるが（国税通則法一五
条） 、その具体的 税額の確定については、納税義務者の申告によ ほか税務署長による更正処分、決定処分、賦課処分などの行政処分によるべき場合があること（同法二四条、二五条） 、納税義務者が納期限ま 納付しない場合、租税義務 履行を実現す には裁判手続によるのではなく行政処分として財産の差押えをし（国税徴収法四七条一項） 、公売に付し（同法九四条一項）換価手続をしなければならず、私法上の債権 よう 債権自体の譲渡による換価は認められていない。また、租 は、税負担の公平の観点か 、租税の減免、不徴収、和解をすることも認められていないと う私法上の債権とは異な 特色がある。これらの性質に照らすと、租 債権は、公法上の債権として、私人間でこれを直接行使するこ が予定されて ないというべきである。　
そうすると、
租税債権は、当事者の意思が尊重される私人間の債権債務関係と同様に論ずることはできず、権利










































































































者の財産等の適正かつ公平な清算 図るとともに、債務者について経済生活の再生の機会の確保を図ることを目的とし（破産法一条） 、破産法一〇〇条一項は、基準時である破産手続開始時の債務者 総資産と総負債を破産管財人により清算し、債務者の財産等 適正かつ公平な清算を図る いう上記破産制度の目的を実現するため、破産債権者による個別的権利行使を抑止し、 財団からの配当に権利の実現を委ねるべく、破産手続外での権利行使を禁止した規定であると解される。　
そうすると、破産債権の行使については、法律に特別な定めがある場合を除き、当該債権の満足を求めるすべて
の法律上及び事実上の行為は破 手続によらずにすることはできないのであり、債務名義に基づく強制執行や保全執行 みならず、給付訴訟や積極的確認訴訟も破産債権の行使として許されない べきである。（Ｅ）租税債権を民事再生開始後に代位弁済しても、民事再生法一一九条 共益債 とはならない。〈②事件〉　
民事再生法一一九条が、共益債権 される請求権を一号から七号まで列挙し、その六号で「不当利得により再生












した場合であっても、優先弁済権の承継を主張することができる。しか 、租税債権の優先弁済的効力は 債権そのものに優先弁済的効力を認めたものではなく、債 を行使する主体である国あるいは公共団体に対して、その財政確保のために認めたものと考えられる。　
もちろん、租税債権を承継した者に優先弁済権を承継させることは、立法的には可能であると考えられるが、少
なくとも現行法はその立場をとっていないと判断される。　
したがって、租税債権に関しての上記結論 ついては、最高裁判所 直接の判断はないものの、実務上確立した
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七三
結論、取扱いではないかと考えてよいと思われる。
［代位弁済前］
［代位弁済後］
保証債務
履行請求権
（優先権なし）
事前求償権
保証人（Ｃ）主債務者（Ｂ）
債権者（Ａ）
主債権
（優先権あり）
代位弁済
（優先権あり？）
事後求償権
保証人（Ｃ）主債務者（Ｂ）
債権者（Ａ）
主債権
（優先権あり）
（破産手続あるいは
民事再生手続開始）
代位
行使
（？
）
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七四
